（様式１）

平成２１年　　月　　日
総務省　御中

経済産業省　御中

環境省　御中
団体名（ふりがな）

所在地（ふりがな）

代表者（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　印

エコポイント交換商品等に係る募集（第１次）応募書

標記の件について、次のとおり必要書類を添えて応募します。
	応募内容
	応募分類
	※商品券等（一般型or地域・中小企業型の別も記載）、地域産品提供事業者（全都道府県産品提供型or特定都道府県産品提供型の別も記載）、省エネ・環境配慮に優れた製品等提供事業者の別を記載。

	
	応募様式・添付書類
	※様式１のほか、様式２～４のいずれかを記載するとともに、添付書類名を記載（例：個人情報保護に係る方針）。

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署名
	

	
	役職名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	E-mail
	


（様式２）

一般型商品券等提出書式

	事業者名
	

	代表者氏名
	
	URL
	http://

	所在地
	

	設立年月
	西暦　　　　年　　月

	資本金
	百万円
	従業員数
	人

	事業概要
	

	商品券等の名称
	

	前払式証票の規制等に関する法律における登録番号
	

	仕組みの概要
	※使用可能店舗ジャンル、額面単位、運営構造（例：使用店舗からの手数料、販売券面額（使用可能額）と引き換え価格等）。既存のパンフレット等の添付でも可。

	年間発行枚数
	（Ｈ19）

（Ｈ20）
	年間発行額
	（Ｈ19）

（Ｈ20）

	使用可能な範囲
	※使用可能地域、店舗数等。

	有効期限
	※発行からの有効期限期間（設けていない場合はその旨を記載）。

	交換に必要なエコポイント数（送料・手数料を含む、内訳明記のこと）
	交換券面額
	エコポイント数

	
	※提供する予定の券面額が多数あり、本欄に記載できない場合は、別紙を添付。
	※左欄の交換に必要なエコポイント数を記載。

	環境寄附の想定率
	※商品券等の額面100円当たりの寄附等の額。

	環境寄附の対象
	※特定の対象を指定する場合は、その寄附先を記入。寄附先を指定せず、事務局に委ねる場合は、「指定なし」と記入。

	商品券等の提供方法
	※「配送」、「窓口渡し」、「他の事業者へ委託」等。

	業務委託の概要
	※業務委託を行っている場合のみ、業務委託内容と受託者の名称を記入。

	本事業への協力事項
	※本事業に係る周知広告、所有する配送・受発注システムの提供、カタログ作成費用支援等の協力可能な事項について具体的に記載。


（注）公共交通機関（鉄道、バス、船舶）の利用に係る商品券等を応募する場合、「前払式証票の規制等に関する法律における登録番号」、「環境寄附の想定率」、「環境寄附の対象」の欄については、空欄で構いません（第三者型前払式証票として登録を行っている場合、環境寄附を行う場合を除く）。

（様式３）

地域・中小企業型商品券等提出書式

	団体名
	

	代表者氏名
	
	URL
	http:// ※空欄でも可。

	所在地
	

	設立年月
	西暦　　　　年　　月

	資本金
	※空欄でも可。　百万円
	従業員数
	※空欄でも可。　　人

	事業概要
	

	商品券等の名称
	

	前払式証票の規制等に関する法律における登録番号
	※登録している場合のみ記入。

	安定的供給の根拠
	※前払式証票法上の登録をしていない場合のみ、支援を受けている主体を記入。

※証明書類を添付すること。

	仕組みの概要
	※使用可能店舗ジャンル、額面単位、運営構造（例：使用店舗からの手数料、販売券面額（使用可能額）と引き換え価格等）。既存のパンフレット等の添付でも可。

	年間発行枚数
	※発行実績がある場合は、実績と予定の両方を記載して下さい。
	年間発行額
	※同左

	使用可能な範囲
	※使用可能地域、商店街数、店舗数等。

	有効期限
	※発行からの有効期限期間（設けていない場合はその旨を記載）。

	発行期間
	※発行期間が決まっている場合は具体的な日付を記入してください。

	交換に必要なエコポイント数（送料・手数料を含む、内訳明記のこと）
	交換券面額
	エコポイント数

	
	※提供する予定の券面額が多数あり、本欄に記載できない場合は、別紙を添付。
	※左欄の交換毎に必要なエコポイント数を記載。

	環境寄附の想定率
	※自主的に寄附を行う場合は商品券等の額面100円当たりの寄附等の額を記入。

	環境寄附の対象
	※自主的に寄附を行う場合は記入。

	商品券等の提供方法
	※「配送」、「窓口渡し」、「他の事業者へ委託」等。

※発行期間、発行総額等にかんがみ、品切れの可能性がある商品券（例：プレミアム付商品券）の残数管理方法

	業務委託の概要
	※業務委託を行っている場合のみ、業務委託内容と受託者の名称を記入。

	本事業への協力事項
	※本事業に係る周知広告、所有する配送・受発注システムの提供、カタログ作成費用等の協力可能な事項について具体的に記載。


（様式４）

地域産品提供事業者提出書式

	事業者名
	

	代表者氏名
	
	URL
	http://

	所在地
	

	設立年月
	西暦　　　　年　　月

	資本金
	百万円
	従業員数
	人

	事業概要
	

	事業の名称
	

	事業開始時期
	西暦　　　　年　　月
	昨年の売上額
	円

	現在の

商品の提供及び資金決済フロー
	※生産者との関係、窓口申込やインターネット申込などの受付方法、商品発送方法等

	交換商品の提供事業者となった場合に

調整を要する点
	※別紙「商品交換の流れ」参照

	提供商品の採用基準
	※①生産地・製造地域、②商品の品質・安全確保、③商品表示の適正確保、④その他特記すべき事項　等に係る基準を記載。

	提供地域産品数
	□　ア．全都道府県型　〔計　　　　　　品目〕

□　イ．特定都道府県型　〔　　　　　県　　　　　事業者〕

	カタログを閲覧可能なＷＥＢサイト
	http://

	本事業への協力事項
	※本事業に係る周知広告、所有する配送・受発注システムの提供、カタログ作成支援等の協力可能な事項について具体的に記載。


（様式５）

省エネ・環境配慮に優れた製品等提供事業者提出書式

	事業者名
	

	代表者氏名
	
	URL
	http://

	所在地
	

	設立年月
	西暦　　　　年　　月

	資本金
	百万円
	従業員数
	人

	事業概要
	

	事業の名称
	

	事業開始時期
	西暦　　　　年　　月
	昨年の売上額
	円

	現在の

商品の提供フロー
	※商品メーカーとの関係、窓口申込やインターネット申込などの受付方法、商品発送方法等

	提供商品の選定基準
	※「既存の環境ラベルのつけられている製品」「○○○に基づく基準」

	交換商品の提供事業者となった場合に

調整を要する点
	※別紙「商品交換の流れ」参照

	取扱い環境配慮製品等数
	

	カタログを閲覧可能なＷＥＢサイト
	http://

	本事業への協力事項
	※本事業に係る周知広告、所有する配送・受発注システムの提供、カタログ作成支援等の協力可能な事項について具体的に記載。
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